
○長瀞町介護保険事業者における事故報告取扱要綱

平成２０年１２月３日

告示第９３号

改正 平成２５年３月２２日告示第２５号

平成２６年３月２７日告示第２８号

平成２８年３月３０日告示第２９号

（目的）

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

に基づく埼玉県の介護保険法施行条例（平成２４年埼玉県条例第６６号）、長瀞町

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２５年長瀞町条例第３号）、長瀞町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２５年長瀞町条例第４号）及

び長瀞町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２６年長

瀞町条例第１号）の規定による、事故が発生した場合の長瀞町（以下「町」という。）

への報告の内容及び手順等を定めることを目的とする。

（報告すべき事故の範囲）

第２条 事業者（法第４１条第１項に規定する指定居宅サービス、法第４２条の２第

１項に規定する指定地域密着型サービス、法第４６条第１項に規定する指定居宅介

護支援、法第４８条第１項に規定する施設サービス等、法第５３条第１項に規定す

る指定介護予防サービス、法第５４条の２第１項指定地域密着型介護予防サービス

又は法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援（この項において「介護保険サ

ービス」という。）の事業を行う者をいう。以下同じ。）は、次の各号に掲げる事

故が、町の被保険者に対して発生した場合又は町内に所在する事業所において発生

した場合には、町に報告しなければならない。

(1) 介護保険サービス（送迎及び通院等を含む。）提供時に発生した事故により、

利用者が日常生活に大きな支障のあるけがをし、医療機関を受診又は医療機関に

入院した場合



(2) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第

１１４号）に規定する感染症が発生した場合

(3) 職員の法令違反又は不祥事等が発生し、利用者又は事業者に損害を与えた場合

(4) 利用者が行方不明となった場合

(5) 火災、震災及び風水害等により、利用者又は事業者に人的又は物的被害が生じ

た場合

（報告手順）

第３条 事業者は、前条に規定する報告すべき事故が発生した場合には、事故報告書

（速報）（様式第１号）により、直ちに町に報告しなければならない。

２ 事業者は、前項の規定により報告した事故の対応を終了した場合には、速やかに

事故報告書（様式第２号）により、町に報告しなければならない。

３ 事業者は、前２項の規定により報告した事故の再発防止策を含む事故後の対応状

況について、再発防止策報告書（様式第３号）により、町に報告しなければならな

い。

（対応）

第４条 町は、事業者からの報告に基づき、速やかに事故の状況把握等を行うととも

に、必要に応じて事業者への調査及び指導を行うものとする。

２ 事故への対応に当たって町は、必要に応じて他の市町村、埼玉県及び埼玉県国民

健康保険団体連合会に情報提供を行い、連携を図るものとする。

（その他）

第５条 その他必要な事項については別に定める。

附 則

この告示は、公布の日から施行する。

附 則（平成２５年告示第２５号）

この告示は、公布の日から施行する。ただし、第３条のうち、長瀞町介護保険事業

者における事故報告取扱要綱の改正規定中「指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）、指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第３６号）」を「長瀞町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す



る基準を定める条例（平成２５年長瀞町条例第３号）、長瀞町指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２５年長瀞

町条例第４号）」に改める部分は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年告示第２８号）

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年告示第２９号）

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。








